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1．はじめに

わが国では，豪雨による土砂災害が毎年発生してお

り，土砂災害被害の防止・軽減を目的としたハードお

よびソフト対策が継続的に実施されている（Junichi & 

Naoki 2020 など）。これらの土砂災害対策は，全国ス

ケールで豪雨による土砂災害被害を軽減させたこと

が指摘されている（Shinohara & Kume2022など）。ま

た近年，地域スケールにおいて，砂防施設や警戒避難

が土砂災害被害を防止した事例報告も蓄積されてい

る（国土交通省 2023）。

このように土砂災害対策は，降雨と土砂災害被害と

の関係を変化させるため，降雨と土砂災害被害の関係

の経年変動に検討することで，土砂災害対策の効果を

定量的に評価できる可能性がある。そこで本研究では，

非類似度を用いて降雨と土砂災害被害との関係の経

年変動を明らかにし，土砂災害対策の効果を考察した。 

2.使用データ 

2.1土砂災害被害の指標 

本研究では，「土砂災害 1 件あたりの死者・行方不

明者数」および「土砂災害 1 件あたりの全壊家屋数」

を豪雨による土砂災害被害の指標とした。指標は，土

砂災害の実態（土砂災害年報編集委員会 1982–2022）

に記載されている 1982～2021 年までの土砂災害発生

件数，死者・行方不明者数，全壊家屋数を用いて算出

した。土砂災害の実態では，気象・地象と土砂災害種

類ごとに集計がなされているため，本研究では梅雨，

台風，それ以外の豪雨を誘因とする土石流等，地すべ

り，がけ崩れの合計を豪雨による土砂災害とした。な

お，本概要集では，紙面の制約から土砂災害 1件あた

りの全壊家屋数に関する検討結果は記載していない

が，当日の研究発表会ではこれについても報告する。 

2.2降雨指標 

降雨指標として，1982～2021年までの「北日本，東

日本，西日本の 5～10月の降水量合計の平均値」を用

いた。この降雨指標を選択した理由は，篠原・小松

（2016）において土砂災害発生件数と高い相関が確認

されているためである。 

3.手法 

3.1適応的非類似度指数 

本研究では，Chouakria & Nagabhushan（2007）によ

って提案された適応的非類似度指数を用いた。適応的

非類似度指数は，特定の時点における値の近接性に加

えて，時系列データの挙動を考慮できる手法である。

適応的非類似度指数は式（1）～（3）により算出する。 

𝐶𝑂𝑅𝑇(𝑅𝑇 , 𝐶𝑇) =
∑ (𝑅𝑡+1 − 𝑅𝑡)𝑇−1

𝑡=1 (𝐶𝑡+1 − 𝐶𝑡)

√∑ (𝑅𝑡+1 − 𝑅𝑡)2𝑇−1
𝑡=1 √∑ (𝐶𝑡+1 − 𝐶𝑡)2𝑇−1

𝑡=1

(1) 

𝐷(𝑅𝑇 , 𝐶𝑇) = 𝑓(𝑐𝑜𝑟𝑡(𝑅𝑇 , 𝐶𝑇)) ∙ 𝛿(𝑅𝑇 , 𝐶𝑇) (2) 

𝑓(𝑥) =
2

1 + 𝑒𝑥𝑝(𝑘 𝑥)
, 𝐾 ≥ 0 (3) 

ここで，RTおよび CT：t年における降雨指標および土

砂災害被害の指標の値，δ：t年におけるデータ間の距

離，k：定数である。本研究では，Yang et al.（2022）

図-1 降雨指標-死者・土砂災害 1件あたりの死者・行方不明者数の転換点．（a）適応的非類似度指数の経年変動，

（b）その 4年間変動係数の変化． 
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を参考に，δはユークリッド距離に，定数 k = 5とし

た。また，Yang et al.（2022）は，適応的類似度指数の

n年間変動係数が前期間の変動係数のm倍となった位

置を時系列の転換点とする手法を提案している。本研

究では n = 4，m = 3として，降雨指標と土砂災害被害

の関係が変化した年を特定した。なお，降雨と土砂災

害被害の関係は，素因（地形，地質，植生，土砂災害

対策）の変化がなければ一定であると仮定している。 

4．結果 

3.1降雨指標および土砂災害被害の指標の経年変動 

適応的非類似度指数の算出に先立ち，各指標のトレ

ンドを確認した。Mann-Kendall検定の結果，対象期間

において降雨指標は有意な上昇傾向（Zc = 2.04，p < 0.05）

を，土砂災害 1件あたりの死者・行方不明者数は有意

な減少傾向を示した（Zc = −2.12，p <0.05）。 

3.2適応的非類似度指数の転換点 

図-1aに，降雨指標-死者・土砂災害 1件あたりの死

者・行方不明者数の適応的非類似度指数の経年変動を，

図-1bにその 4年間動係数の変化をそれぞれ示す。図-

1aより，適応的非類似度指数は 1993年まで上昇し，

その後は安定して推移している。また，図-1bより，

両者の関係の転換点は 1992年，2004年，2009年であ

ることが確認される。 

3.3期間ごとの降雨指標と土砂災害被害の関係 

前章で特定した転換年までを一つの期間として，期

間ごとの降雨指標と死者・土砂災害1件あたりの死者・

行方不明者数の関係を示す（図-2）。図-2より，全て

の期間において降雨指標と死者・土砂災害 1件あたり

の死者・行方不明者数の間には正の相関が確認される。

また，第一期間（1982–1992年）から第三期間（2005–

2009年）までに，回帰直線の回帰係数が減少したが（図

-2a–c），第四期間（2010–2021年）の回帰係数は第二

期間（1993–2004年）のそれよりも大きくい（図-2b,d）。 

4．考察 

第三期間における降雨指標 1 mmに対する砂災害 1

件あたりの死者・行方不明者数は，第一期間と比較し

て約 29%減少した（図-2a,c）。Shinohara & Kume（2022）

は，1975～2019年の期間においてハード対策が豪雨に

よる土砂災害被害を減少させた可能性が高いことを

示した。したがって，降雨指標と土砂災害被害の関係

の変化は，ハード対策の効果を反映していると考える。

なお，数十年の時間スケールでは，植生の変化も上の

関係を変化させる主な要因だと考えられる。しかし，

全国スケールでの森林の変化が土砂災害被害に及ぼ

す影響は，1991年以降小さくなっており（Sato & Shuin 

2023），土砂災害発生に影響を及ぼす大規模な森林伐

採は近年行われていない（篠原・小松 2016）。したが

って，本研究では植生の変化の影響は小さいと考えた。 

第四期間においては回帰係数が再び増加した（図-

2d）。これは，近年，砂防施設の計画規模を超過する豪

雨によって大規模土砂災害が発生する場合が多い（岡

本 2018）ためと考えられる。 
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図-2 期間ごとの降雨指標と土砂災害 1 件あたりの死者・行方不明者数の関係．赤線は最小二乗法により推定し

た回帰直線を，オレンジの範囲は 95%信頼区間をそれぞれ示す． 
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